
【事務事業調書】

■事務事業の概要

■活動指標

■事業費（計画） ■事業費（当初予算） ■事業費（実績）

1 1 1

2 2 2

3 3 3

4 4 4

5 5 5

6 6 6

7 7 7

8 8 8

■事業経費

要保護児童生徒援助費補助金

61,000

5,213,404

39,130

6,460,870

39,130 61,000

5,274,404

計　画

6,226,000

6,226,000

実　績

決　算 決算額

予
　
算

当初予算額

補正予算額

流用額

計

差引（一般財源）

細　節

その他の特定財源

国庫支出金

予算現額

県支出金

地方債

受益者負担金

会計 - 款 - 項 - 目 - 事業

10－01－03－003－01－03

事業の分類 既存事業

予算科目
コード

金　額

扶助費 6,226,000

6,500,000 6,226,000

特　記　事　項

特　記　事　項

学用品・給食費等55名分

5,274,404

金　額

特　記　事　項

5,274,404

事業についての周知回数

年間２回 年間１回

扶助費 6,500,000

サブリーダー 斎藤雅人

計
画

経済的理由によって就学困難と認められる生徒の保護者に対し教育に必要な費用の一部を援
助する。

何をどのような方法で実施します（実施しました）か？

事務事業名

細　節

扶助費

中学校生徒就学援助事業

⑤
小
学
校
児

童
就
学
援
助

費

担当部課 こどもみらい課
担　当 学校教育担当

財
　
源

　生活保護の収入基準に照らし合わせて援助が必要と認定された要・準要保護生徒（５５名）が
いる家庭に対し、学用品費等の費用の一部を学校を通して保護者に援助した。なお、年３回に
分けて給付した。

どのような成果が現れます（現れました）か？

教育に必要な費用を援助することで、義務教育が円滑に実施される。

　学用品等の学校生活にかかる費用の一部を給付することで、低所得の就学生徒がいる家庭の負
担軽減につながった。

指　標 目　標　値 達　成　値

細　節 金　額


